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埼玉県施設園芸データ共有システム利用（変更）申込兼同意書

[bookmark: _Hlk222928705]　私は、「埼玉県施設園芸データ共有システム（以下「システム」という。）」を利用するにあたり、「e-kakashi Analytics サービス利用規約」、「e-kakashi Noteサービス利用規約」、「e-kakashi Naviサービス利用規約」（以下「利用規約」という。）及び「システム利用に係る同意事項（以下「同意事項」という。）」を確認、承諾のうえ、システムの利用（変更）を申し込みます。



□利用規約及び同意事項について確認しました。

令和　　年　　月　　日

様式１号
氏名　　　　　　　　　　　　　
システム利用に係る同意事項
１（利用申込等）
(１)　本利用申込兼同意書は、システムへの参加を申し込むものである。
(２)　利用者は、本書の内容の変更を県に申し込むことができる。
(３)　利用者は、退会届を提出することで、システムを退会することができる。

２（収集・利用されるデータ）
(１)　県は、システムの運用にあたり、次に掲げるデータ（以下「対象データ」という。）を収集・利用する。
ア　施設園芸に係る環境測定データ（温度、湿度、二酸化炭素濃度、日射量、潅水・施肥状況、機器稼働情報等）
イ　アのデータに付随する情報測定日時、測定地点、ハウス等を識別するための情報
ウ　利用者が任意に入力又は連携を希望した場合の栽培管理情報、作業情報、出荷に関する情報等
(２)　県は、対象データを、県が委託するグリーン株式会社が提供する「e-kakashi」プラットフォーム（以下「e-kakashi」という。）を通じて取得する。
(３)　(１)アに定める施設園芸に係る環境測定データとは、生産者の園芸用ハウス内に設置された環境測定機器により取得される以下データを指す。
ア　当該機器のメーカー等が提供するクラウドサービスに蓄積されるデータ
イ　その他の方法により環境測定機器等に蓄積されるデータ
(４)　県は、利用者が(３)アに定めるクラウドサービスを利用している場合、システムの運用・保守を目的として県から委託を受けた事業者（以下「委託事業者」という。）を通じて、当該サービス上の環境測定データをAPI経由で「e-kakashi」に連携する。利用者は、同意事項への同意により、システム利用期間中の対象データの自動取得に包括的に同意したものとみなす。

３（利用目的）
(１)　県は、対象データを、次に掲げる目的の範囲内で利用する。
ア　施設園芸における栽培技術の分析及び品質・収量の安定化に向けた検討
イ　農業技術研究センターにおける試験研究
ウ　普及指導員等による指導及び技術助言
エ　システムの機能改善
オ　本事業の効果検証及び評価（統計処理、分析を含む。）
カ　農業施策の検討及び制度改善に係る基礎資料の作成
キ　その他、県農政に関する事業に必要な資料の作成
(２)　県は、(１)に定める目的以外の目的で、対象データを利用しない。


４（対象データを閲覧できる者）
(１)　対象データを閲覧できる者は、利用者本人、県職員、委託事業者、利用者が閲覧を許可した者に限る。

５（第三者提供及び二次利用）
(１)　県は、本事業の目的を達成するため、対象データを個人又は経営体が特定されない形に加工した上で、JA等の農林水産業関係機関、研究機関又は大学等、国その他の公的機関、データ連携を行う民間事業者に提供することがある。
(２)　県は、(１)の加工後データを、事業成果の公表、研究資料、研修資料、説明資料等に利用することがある。
(３)　県は、利用者の同意なく、個別の利用者又は経営体が特定される形で対象データを第三者に提供しない。

６（データ共有設定）
(１)　利用者は自己の対象データについて共有の有無を選択することができる。
(２)　(１)の共有設定は、利用者の意思によりいつでも変更、解除することができる。

７（退会又はシステム運用終了後の取扱い）
(１)　退会又はシステムの運用終了後、利用者及び関係者による対象データの閲覧は停止される。ただし、県は、法令対応、監査、事業評価又は３に定める利用目的のために必要な期間、対象データを閲覧、保存することがある。
(２)　(１)の場合においても、県は、３に定める目的以外の利用を行わない。

８（個人情報及び経営情報の保護）
(１)　県は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他関係法令及び県の規程を遵守し、対象データを適切に管理する。
(２)　県は、利用者の栽培技術又は経営に関する情報について、利用者の同意なく、個別の経営体が特定される形で公表しない。

９（免責）
(１)　県は、システムの利用において、利用者が期待する結果の実現について何ら保証するものではなく、利用者はこれについて県に何ら異議を申し出ないものとする。
(２)　県は、システムの内容及びシステムを通じて利用者が得る成果等について、その正確性、完全性、安全性、有効性、合法性、最新性、第三者の知的財産権その他の権利利益を侵害しないことについて何ら保証しない。
(３)　県は、利用者によるシステムの利用又は利用できなかったことに起因又は関連して利用者に生じた一切の損害に対して責任を負わないものとする。また、他の利用者によるシステムの利用により利用者に損害が生じた場合も同様に、県は何ら責任を負わないものとする。
(４)　システムの利用に起因又は関連して第三者（他の利用者含む。）との間でトラブルが発生した場合、当該利用者は自らの責任において当該トラブルの解決を図るものとし、県はこれに対して何ら責任を負わない。
(５)　システムは、県の都合により変更することがある。また、災害・事故、その他緊急事態が発生した場合は、システムの全部又は一部を停止する場合がある。なお、事前の通知なくシステムの内容等を変更・停止等したことにより、利用者又は第三者が損害を受けたとしても、県は一切の責任を負わない。

１０（停止・解除）
(１)　県は、利用者が次に定める事項のいずれかに該当する場合、当該利用者のシステム利用及びデータ共有を停止又は解除できるものとする。
ア　暴力団等であることが判明したとき、又は暴力団等となった時、あるいはこれらの者と何らかの関係があることが明らかになったとき。
イ　閲覧、分析した他の利用者のデータを本人の同意なく第三者へ開示したとき。
ウ　個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他の法令又は同意事項の内容に違反したとき。
エ　その他、システム利用やデータ共有することが不適当であると県が判断したとき。

１１（識別情報の表示について）
(１)　ユーザー名、デバイス名、フィールド名、ダッシュボード名は、個人を識別する形式で県が設定する。本情報を閲覧できる者は、４(１)の者に限る。
(２)　第６に基づき、データ共有設定を行った相手には、利用者に付与されるユーザー名やデバイス名等が、識別情報として表示される。

１２（その他）
(１)　同意事項は、利用者に同意を得る場合のほか、次のア、イのいずれかに該当する場合は改訂できるものとする。これにより同意事項を改訂する場合は、県のホームページに利用申込兼同意書の掲示を行うことにより、改訂日より発効するものとする。ただし、改訂は遡って適用することはない。 
ア　同意事項の改訂が、利用者の一般の利益に適合するとき。
イ　同意事項の改訂が、同意事項に基づく同意の目的に反せず、かつ、改訂の必要性、改訂後の内容の相当性、改訂の内容その他の改訂に係る事情に照らして合理的なものであるとき。

１３（有効期限）
(１)　同意事項は、システムの運用が終了するまで有効とする。
